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はじめに － 「財政」という言葉をご存じですか？ 

 

市町村では、税金や借入金（地方債）等で資金を調達（歳入）し、その資金

を住民の福祉や教育などのサービス、道路などの整備や地元産業の振興のた

めに配分（歳出）していますが、この資金を調達し、配分する活動を広く「財政」

と呼んでいます。 

お住まいの市町村で公表されている「財政状況」をみれば、どのように資金を

集めて、どのように使ったか、また借入金の残高はどれくらいあるかなど、その年

の「経営成績」を知ることができます。 
  

 

 皆さんの生活の中のいろいろな行政サービス 

                  

 

 

 

 

 

 

 
 
 
  

財政状況を読みとくポイントは？    

①身近な視点で考える…「家計」との比較 

市町村の「財政」を、皆さんにとってもっと身近な視点で考え、理解していただく

ために、ここでは「財政」を「家計」にたとえていますので、家計の視点でやりくりがう

まいかどうかをみてください。 

 

②「成績表」を比較する…過去の成績や他の市町村との比較 

お住まいの市町村の「財政状況」は、その年のいわば「成績表」ですから、過去

の財政状況や他の市町村の財政状況と比べることが肝心です。ここでは、県内市

町村の財 政状況を比較しやすいように、重要なポイントを比率で表した「財 政 指

標」を中心に説明していきます。 

 

 

 

小・中学校の管理 

家庭ゴミの収集 

保育サービス

福祉サービス

道路の建設・

維持管理 
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１．市町村財政のしくみは？ 

一年間の収入・支出（歳入・歳出）について 

下のグラフは、平成２４年度の県内３９市町村の普通会計決算を合計したも

のです。 

皆さんに納めていただく市町村税は、歳入の３割以上を占めており、貴重な

財源となっています。歳出は、割合の大きい順に人件費、扶助費、公債費とな

っています。扶助費は生活保護や子ども、高齢者、障害者等を援助する経費

をいい、近年は増加傾向にあります。公債費は過去に国や銀行等から借り入

れたお金の返済のことをいいます。 

国庫支出金
　  666億円

    12.2％

市町村税
 1,684億円

 　30.7％

地方交付税
　1,315億円

　　24.0％

県支出金
　295億円

市町村債
　753億円

    13.7％

その他
 765億円

14.0％

 歳入総額
　

 5,478億円

5.4％

公債費
721億円

13.6％

人件費
1,002億円

　18.9％

扶助費
970億円

18.3％

投資的経費
　 519億円

   　9.8％

  その他
 2,079億円

   39.3％  歳出総額
　

 5,292億円

 
市町村財政（歳入・歳出）を家計（収入・支出）にたとえると次のように考える

ことができます。 

給与

ボーナス

手当（扶養・住宅） 普通交付税

災害見舞金（支援金） 特別交付税

貯蓄の取り崩し

その他臨時収入

去年から繰り越したお金

食費

医療費、光熱水費、修繕費等

親や子どもへの生活費の仕送り等

ローンの返済

家の購入、車の購入 普通建設

自然災害による修繕 災害復旧事業費

去年の支払に回したお金

地方交付税

投資的経費

公債費

積立金

投資・出資金、貸付金

前年度繰上充用金

歳
　
入

歳
　
出

市町村財政（普通会計）

貯蓄の積立て

株式投資等

新たな借金

市町村税

地方譲与税、各種交付金

繰入金

国・県支出金、使用料、手数料、諸収入等

給料

最低限の
生活費

収
 
 
入

支
 
 
出

家計にたとえると

繰越金

市町村債

人件費

扶助費、物件費、維持修繕費

補助費等、繰出金

 

収入（歳入） 支出（歳出） 
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 市町村の会計について 

市町村では、福祉、教育、土木、上下水道、病院、国民健康保険、介護

保険など様々な行政サービスを行うための経費を大きく２つの会計に分けて管

理しています。 

２ページのグラフは「普通会計」と呼ばれる会計の決算で、福祉、教育、土

木、衛生など、市町村の基本的な施策を行う会計である「一般会計」と、特定

の事業を行う場合に、条例により一般会計と区分して経理する「特別会計」か

ら成ります。 

また、上下水道、病院のように採算性のある事業や、国民健康保険事業な

どに適用される「公営事業会計」と呼ばれる会計があります。 

市町村の会計を、家計にたとえると次のように考えることができます。 

 

一般会計

特別会計（普通会計に属するもの）
　例:○○貸付金特別会計
　　　用地先行取得特別会計

 公営企業会計
（水道、下水道、交通、病院など）

 収益事業会計
（競馬、競輪など）

 国民健康保険事業会計

 介護保険事業会計

 後期高齢者医療事業会計

 その他

普
通
会
計

公
営
事
業
会
計

地方財政 家計にたとえると

同
　
居

夫婦の家計

親の家計
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２．収支（資金繰り）の健全度を測るポイントは？ 

 

家計と同じく、市町村財政でも健全度を測るためには、収支（資金繰り）と借

入れに注目することが重要です。まず、収支（資金繰り）では、①給料（経常的

収入）で生活費（経常的支出）がまかなえているか、②会計が赤字になってい

ないかが重要です。 

そこで、財政規模や会計制度が市町村ごとに異なりますので、基本的収入

である夫婦の給料（経常的収入）を基準にした「財政指標」で表すことで、比較

がしやすくなります。 

 

  
            

 

  

健康状態 健康
自己管理

要治療

経常収支比率

各財政指標の健全度を健康状態であらわすと

実質赤字比率

連結実質赤字比率

重篤
緊急集中治療

財政指標

重症
入院治療

20.00%

30.00%16.25%～20.00%

11.25%～15.00%

破たん健全

100.0%

0.0%

0.0%

90.7%

収支の健全度を測るポイント！

 

財政指標①（経常収支比率）、②（実質赤字比率・連結実質赤字比率）を活用

　
　

①給料で生活費がまかなえて

　いるか

②赤字になっていないか

経常収支比率（夫婦）

実質赤字比率
（夫婦）

連結実質赤字比率
（夫婦と親）

市町村の各会計の決算額をみてもわかりづらい要因は…

そこで

　・財政規模の大小（例：奈良市と野迫川村）

　・会計区分のバラツキ（例：市町村独自の特別会計）

　・地域のニーズに応じた支出の重点化（例:福祉・道路・教育等）

　・財政規模や支出のバラツキがなくなる
　・全市町村の会計区分が統一される

Ｐ5～19 へ Ｐ20～24 へ
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 ２-１．夫婦の給料で生活費がまかなえているか（経常収支比率） 

 

夫婦の家計（普通会計）が給料（経常的収入）で最低限の生活費（経常的

支出）をまかなえているかをみるための財政指標が「経常収支比率」です。この

比率が１００％を超えると臨時収入や貯蓄の取り崩しが必要な状況であること

がわかります。 

 

 

 

  

  

夫婦の家計

親の家計

同　居  夫婦の家計（普通会計）
　
　

経常収支比率 ＝
給　料（経常的収入）

最低限の生活費（経常的支出）

貯蓄がしやすい
無理な借入れをしなくてもよい

（基金残高の増、借入残高の減）

貯蓄を取り崩す
借入れをする必要が生じる

（基金残高の減、借入残高の増）

経常収支比率が100％を超えると重症です

生活にゆとりがある
（行政サービスが充実）

生活を切りつめる
（行政サービスが縮小）

車等の購入がしやすい
（普通建設の拡充）

車等の購入を見送る
（普通建設の縮小）

指数100％

指標が１００を下回るほど 指標が１００を上回るほど

健康 重症

給与
ボーナス
手当（扶養・住宅） 普通交付税

災害見舞金（支援金） 特別交付税
貯蓄の取り崩し
その他臨時収入
去年から繰り越したお金

食費
医療費、光熱水費、修繕費等
親や子どもへの生活費の仕送り等
ローンの返済

家の購入、車の購入 普通建設
自然災害による修繕 災害復旧事業費

去年の支払に回したお金

歳
　
出

扶助費、物件費、維持修繕費
補助費等、繰出金
公債費

投資的経費

積立金
投資・出資金、貸付金
前年度繰上充用金

繰越金
新たな借金 市町村債

支
 
 
出

最低限の
生活費

人件費

貯蓄の積立て
株式投資等

家計にたとえると 市町村財政（普通会計）

収
 
 
入

給料
市町村税

歳
　
入

地方譲与税、各種交付金

地方交付税

繰入金
国・県支出金、使用料、手数料、諸収入等

経
常
的
収
入

経
常
的
支
出

給
　
料

最
低
限
の

生
活
費



 

 

 

全国順位
４２位

（ワースト６位）

全国順位
４５位

（ワースト３位）

全国順位
４５位

（ワースト３位）

全国順位
４７位

（ワースト１位）

全国順位
４７位

（ワースト１位）

全国順位
４７位

（ワースト１位）

全国順位
４６位

（ワースト２位）

全国順位
４４位

（ワースト４位）

全国順位
４３位

（ワースト５位）

全国順位
４３位

（ワースト５位）
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各都道府県の経常収支比率（市町村平均）のワースト順位 

前年度より０．４ポイント改善し、県内市町村平均は９３．７％です。全国順

位はワースト５位で、前年度と順位の変動はありません。 

（単位：％、位）

順位 順位 順位 順位 順位
H24-H23

比率の増減

1 奈 良 県 98.4 1 大 阪 府 98.5 1 大 阪 府 96.4 1 大 阪 府 97.0 1 大 阪 府 97.7 ＋ 0.7

2 大 阪 府 97.7 2 奈 良 県 96.5 2 京 都 府 94.5 2 宮 城 県 95.8 2 京 都 府 96.5 ＋ 1.2

3 京 都 府 95.7 3 神 奈 川 県 95.0 3 神 奈 川 県 94.4 3 京 都 府 95.3 3 神 奈 川 県 95.5 ＋ 1.0

4 群 馬 県 95.3 4 福 岡 県 94.8 4 奈 良 県 92.2 4 神 奈 川 県 94.5 4 広 島 県 93.8 ＋ 0.3

4 福 岡 県 95.3 5 京 都 府 94.5 5 広 島 県 91.9 5 奈 良 県 94.1 5 奈 良 県 93.7 △ 0.4

6 兵 庫 県 94.9 5 兵 庫 県 94.5 5 福 岡 県 91.9 6 広 島 県 93.5 6 宮 城 県 93.0 △ 2.8

7 大 分 県 94.4 5 広 島 県 94.5 7 兵 庫 県 91.8 7 兵 庫 県 92.4 7 和 歌 山 県 92.9 ＋ 1.8

8 和 歌 山 県 94.3 8 群 馬 県 94.2 8 東 京 都 90.8 8 山 口 県 91.4 8 福 岡 県 92.2 ＋ 1.0

8 山 口 県 94.3 9 山 口 県 94.0 9 宮 城 県 90.6 9 福 岡 県 91.2 9 千 葉 県 91.9 ＋ 0.9

10 広 島 県 93.8 10 和 歌 山 県 93.5 10 千 葉 県 90.5 10 和 歌 山 県 91.1 10 東 京 都 91.6 ＋ 0.8

11 宮 城 県 93.7 11 宮 城 県 93.2 11 愛 知 県 90.2 11 千 葉 県 91.0 10 山 口 県 91.6 ＋ 0.2

12 鹿 児 島 県 93.5 12 千 葉 県 92.4 12 山 口 県 90.0 12 東 京 都 90.8 12 愛 知 県 91.2 ＋ 0.4

13 神 奈 川 県 93.1 12 石 川 県 92.4 13 石 川 県 89.9 12 愛 知 県 90.8 13 福 井 県 91.1 ＋ 1.5

14 佐 賀 県 92.7 14 大 分 県 92.2 14 大 分 県 89.4 14 大 分 県 90.6 13 大 分 県 91.1 ＋ 0.5

15 石 川 県 92.6 15 青 森 県 91.4 15 和 歌 山 県 89.1 15 石 川 県 90.0 15 石 川 県 90.9 ＋ 0.9

16 熊 本 県 92.3 16 鹿 児 島 県 91.3 16 栃 木 県 89.0 16 青 森 県 89.8 15 兵 庫 県 90.9 △ 1.5

17 秋 田 県 92.2 17 北 海 道 91.2 17 群 馬 県 88.4 16 島 根 県 89.8 17 群 馬 県 90.7 ＋ 1.0

17 岡 山 県 92.2 17 東 京 都 91.2 18 島 根 県 88.1 18 群 馬 県 89.7 18 埼 玉 県 90.2 ＋ 0.5

17 長 崎 県 92.2 19 山 形 県 91.1 19 埼 玉 県 87.8 18 埼 玉 県 89.7 19 栃 木 県 90.1 ＋ 1.3

20 北 海 道 92.1 20 宮 崎 県 91.0 20 青 森 県 87.7 20 福 井 県 89.6 20 島 根 県 90.0 ＋ 0.2

20 山 形 県 92.1 21 島 根 県 90.9 21 北 海 道 87.5 21 北 海 道 88.9 21 新 潟 県 89.8 ＋ 1.1

20 高 知 県 92.1 22 滋 賀 県 90.8 21 秋 田 県 87.5 21 鹿 児 島 県 88.9 21 宮 崎 県 89.8 ＋ 1.8

20 宮 崎 県 92.1 22 長 崎 県 90.8 21 長 崎 県 87.5 23 栃 木 県 88.8 23 青 森 県 89.7 △ 0.1

24 青 森 県 92.0 22 熊 本 県 90.8 24 新 潟 県 87.4 23 長 崎 県 88.8 23 高 知 県 89.7 ＋ 1.6

25 千 葉 県 91.7 25 高 知 県 90.5 24 福 井 県 87.4 25 新 潟 県 88.7 25 三 重 県 89.6 ＋ 1.7

25 東 京 都 91.7 25 佐 賀 県 90.5 24 佐 賀 県 87.4 26 秋 田 県 88.6 26 長 崎 県 89.5 ＋ 0.7

27 島 根 県 91.6 27 埼 玉 県 90.3 24 宮 崎 県 87.4 27 山 形 県 88.5 26 鹿 児 島 県 89.5 ＋ 0.6

28 福 井 県 90.7 27 福 井 県 90.3 28 山 形 県 87.1 28 熊 本 県 88.3 28 佐 賀 県 89.3 ＋ 1.4

29 徳 島 県 90.6 27 愛 知 県 90.3 29 三 重 県 86.9 29 高 知 県 88.1 29 山 形 県 88.5 ＋ 0.0

30 茨 城 県 90.2 30 岡 山 県 90.2 29 熊 本 県 86.9 30 宮 崎 県 88.0 29 岡 山 県 88.5 ＋ 0.9

30 滋 賀 県 90.2 31 秋 田 県 90.1 31 茨 城 県 86.8 31 三 重 県 87.9 31 熊 本 県 88.4 ＋ 0.1

32 岩 手 県 89.8 32 徳 島 県 89.9 31 高 知 県 86.8 31 佐 賀 県 87.9 32 北 海 道 88.2 △ 0.7

32 新 潟 県 89.8 33 栃 木 県 89.7 33 鹿 児 島 県 86.7 33 岩 手 県 87.6 33 秋 田 県 88.1 △ 0.5

34 埼 玉 県 89.6 34 茨 城 県 89.5 34 岡 山 県 86.5 33 福 島 県 87.6 34 茨 城 県 88.0 ＋ 0.7

35 鳥 取 県 89.4 35 新 潟 県 89.4 35 滋 賀 県 85.8 33 岡 山 県 87.6 34 滋 賀 県 88.0 ＋ 1.6

36 沖 縄 県 89.0 36 鳥 取 県 89.0 36 鳥 取 県 85.5 36 徳 島 県 87.5 36 愛 媛 県 87.8 ＋ 1.6

37 富 山 県 88.9 37 岩 手 県 88.6 37 富 山 県 84.7 37 鳥 取 県 87.4 37 鳥 取 県 87.7 ＋ 0.3

38 三 重 県 88.7 37 三 重 県 88.6 37 徳 島 県 84.7 38 茨 城 県 87.3 38 沖 縄 県 87.6 ＋ 2.2

38 愛 媛 県 88.7 39 愛 媛 県 88.4 37 香 川 県 84.7 39 滋 賀 県 86.4 39 徳 島 県 87.4 △ 0.1

40 香 川 県 88.5 39 沖 縄 県 88.4 40 沖 縄 県 84.5 40 愛 媛 県 86.2 40 富 山 県 87.0 ＋ 1.2

41 福 島 県 88.4 41 福 島 県 87.7 41 愛 媛 県 84.4 41 富 山 県 85.8 41 岩 手 県 86.8 △ 0.8

41 栃 木 県 88.4 42 富 山 県 87.5 42 静 岡 県 84.3 42 静 岡 県 85.7 41 静 岡 県 86.8 ＋ 1.1

43 岐 阜 県 87.9 43 岐 阜 県 87.3 43 岩 手 県 84.0 43 岐 阜 県 85.5 43 香 川 県 85.7 ＋ 0.2

44 長 野 県 87.6 44 香 川 県 87.1 43 岐 阜 県 84.0 43 香 川 県 85.5 44 岐 阜 県 85.4 △ 0.1

45 愛 知 県 86.0 45 長 野 県 86.6 45 福 島 県 82.9 45 沖 縄 県 85.4 45 福 島 県 85.0 △ 2.6

46 静 岡 県 85.3 46 山 梨 県 85.9 46 山 梨 県 82.7 46 長 野 県 84.0 46 長 野 県 84.5 ＋ 0.5

47 山 梨 県 84.8 47 静 岡 県 85.7 46 長 野 県 82.7 47 山 梨 県 83.7 47 山 梨 県 84.0 ＋ 0.3

全 国 平 均 91.8 全 国 平 均 91.8 全 国 平 均 89.2 全 国 平 均 90.3 全 国 平 均 90.7 ＋ 0.4

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度

 

平成２４年度各都道府県の経常収支比率（市町村平均）を前年度と比較

しグラフ化すると、次のページのとおりとなります。また、近畿２府４県の経常収

支比率（市町村平均）の推移をグラフ化すると、９ページのとおりとなります。 



 ８

各都道府県の経常収支比率（市町村平均）の対前年度比較 

前年度と比較すると、改善した団体は奈良県を含め１０団体、悪化した団

体は３６団体、変動なしが１団体です。 
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※下線の数値がＨ２４の経常収支比率

改善 悪化

※○内の数字は、全国順位
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 ９

近畿２府４県の経常収支比率（市町村平均）の推移 

奈良県（市町村平均）の順位は平成２０年度のワースト１位から平成２４年

度ではワースト３位まで改善しました。平成２４年度の経常収支比率（市町村

平均）が前年度と比較して改善したのは、奈良県と兵庫県のみです。 

経常収支
比率

順位
経常収支

比率
順位

経常収支
比率

順位
経常収支

比率
順位

経常収支
比率

順位

滋賀県 90.2 1 90.8 1 85.8 1 86.4 1 88.0 1

京都府 95.7 4 94.5 3 94.5 5 95.3 5 96.5 5

大阪府 97.7 5 98.5 6 96.4 6 97.0 6 97.7 6

兵庫県 94.9 3 94.5 3 91.8 3 92.4 3 90.9 2

奈良県 98.4 6 96.5 5 92.2 4 94.1 4 93.7 4

和歌山県 94.3 2 93.5 2 89.1 2 91.1 2 92.9 3

全国平均 91.8 91.8 89.2 90.3 90.7
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 １８

財政規模が大きい県内市町村（平成２４年度経常一般財源の上位５団体）

の経常収支比率の全国順位の推移 
 

平成２０年度においては奈良市、橿原市など財政規模の大きい団体の経常

収支比率の全国順位が低く、このことが県内市町村平均の順位が低い一因で

あったと考えられます。平成２４年度においては、これら団体の経常収支比率

が改善傾向にあることが県内市町村平均の順位を改善しました。これらのこと

から、財政規模の大きい団体は、県内市町村平均の数値の動向に強い影響

を及ぼしていることがわかります。 

経常収支比率  全国順位 経常収支比率  全国順位 経常収支比率  全国順位 経常収支比率  全国順位 経常収支比率  全国順位

奈良市 99.6 1,705 98.8 1,685 95.8 1,688 98.9 1,701 97.6 1,667
橿原市 99.4 1,696 99.6 1,703 94.3 1,636 96.1 1,641 95.5 1,586

大和郡山市 94.3 1,352 94.4 1,464 88.0 1,178 91.0 1,304 92.1 1,356
香芝市 91.0 939 92.4 1,293 89.4 1,340 89.0 1,063 89.7 1,104
生駒市 96.4 1,563 95.5 1,535 90.2 1,397 92.4 1,432 89.2 1,035

県内市町村平均 98.4
1,660
(47位) 96.5

1,587
(46位) 92.2

1,542
(44位) 94.1

1,552
(43位) 93.7

1,487
(43位)

※県内市町村平均の括弧内の順位は全国都道府県(市町村平均）と比較した順位
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のＨ２４経常一般財源の県
全体のＨ２４経常一般財源
に占める割合

県内市町村

平均

※「県内市町村平均」の順位は経常収支比率（県内市町
村平均）を全国の市町村と比較したもの
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 ２０

２-２．家計が赤字になっていないか 

 

赤字については、「①夫婦の家計（普通会計）」と「②家族全体の家計（夫婦

の家計と同居する親の家計の合算（普通会計＋公営事業会計））」とで調べる

ことが大切です。夫婦の家計が大丈夫でも、家族全体では大変なことになって

いるかもしれません。この場合は、赤字の大きさがわかる実質赤字比率（夫婦

の赤字＝普通会計）と、連結実質赤字比率（家族の赤字＝普通会計＋公営

事業会計）をそれぞれ他の家族（市町村）の比率と比較すれば、家計の赤字

が深刻な状況になっているかどうかがわかります。 

 

      

 

①夫婦の家計の状況を調べるには？・・・実質赤字比率 

 

    

 

給与
ボーナス
手当（扶養・住宅） 普通交付税

災害見舞金（支援金） 特別交付税
貯蓄の取り崩し
その他臨時収入
去年から繰り越したお金

食費
医療費、光熱水費、修繕費等
親や子どもへの生活費の仕送り等
ローンの返済

家の購入、車の購入 普通建設
自然災害による修繕 災害復旧事業費

去年の支払に回したお金

家計にたとえると 市町村財政（普通会計）

収
 
 
入

給料
市町村税

歳
　
入

地方譲与税、各種交付金

地方交付税

繰入金

国・県支出金、使用料、手数料、諸収入等
繰越金

新たな借金 市町村債
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最低限の
生活費

人件費

貯蓄の積立て 積立金
株式投資等 投資・出資金、貸付金

歳
　
出

扶助費、物件費、維持修繕費
補助費等、繰出金
公債費

投資的経費

前年度繰上充用金
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入
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出
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料
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準
財
政
規
模

 

夫婦の家計
（普通会計）

親の家計
（公営事業会計）

同　居

実質赤字比率
連結実質赤字比率

夫婦の家計の赤字の大きさ
（実質赤字比率） ＝

夫婦の給料（標準財政規模）

夫婦の家計（総収入－総支出）

（実質赤字比率） 

（連結実質赤字比率） 



 

11.25 15.000.0 20.00
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16.25 20.000.0 30.00
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25.09.2 35.00



 ２７

各都道府県の実質公債費比率（市町村平均）のワースト順位 

前年度より０．９ポイント改善し、県内市町村平均は１２．２％になりました。全

国順位は前年度より１位改善し、ワースト１２位になりました。 
（単位：％、位）

順位 順位 順位 順位 順位
H24-H23

比率の増減

1 島 根 県 21.3 1 島 根 県 19.9 1 島 根 県 18.6 1 島 根 県 18.0 1 島 根 県 17.4 △ 0.6

2 鳥 取 県 18.9 2 鳥 取 県 18.5 2 鳥 取 県 17.7 2 鳥 取 県 17.0 2 鳥 取 県 15.8 △ 1.2

3 高 知 県 18.2 3 高 知 県 17.4 3 高 知 県 16.5 3 高 知 県 15.7 3 富 山 県 14.8 △ 0.6

4 秋 田 県 17.3 4 青 森 県 16.7 4 青 森 県 15.9 4 富 山 県 15.4 4 高 知 県 14.6 △ 1.1

5 青 森 県 17.0 4 秋 田 県 16.7 5 富 山 県 15.8 5 青 森 県 15.1 5 青 森 県 14.3 △ 0.8

6 岩 手 県 16.9 6 富 山 県 16.3 6 秋 田 県 15.5 6 秋 田 県 14.6 6 岩 手 県 13.7 △ 0.5

7 富 山 県 16.6 7 岩 手 県 16.1 7 岩 手 県 15.0 7 岩 手 県 14.2 7 秋 田 県 13.5 △ 1.1

8 山 形 県 16.5 8 岡 山 県 15.8 8 岡 山 県 14.8 8 岡 山 県 14.0 8 新 潟 県 13.2 △ 0.4

9 岡 山 県 16.4 9 山 形 県 15.7 9 山 形 県 14.3 9 新 潟 県 13.6 9 岡 山 県 12.9 △ 1.1

10 山 梨 県 15.4 10 新 潟 県 14.9 10 新 潟 県 14.2 10 石 川 県 13.3 10 広 島 県 12.6 △ 0.5

11 新 潟 県 15.3 11 山 梨 県 14.6 11 石 川 県 13.9 11 奈 良 県 13.1 11 石 川 県 12.5 △ 0.8

12 滋 賀 県 15.1 12 奈 良 県 14.5 12 奈 良 県 13.8 11 広 島 県 13.1 12 奈 良 県 12.2 △ 0.9

13 奈 良 県 14.8 13 滋 賀 県 14.4 13 山 梨 県 13.7 13 山 形 県 13.0 13 京 都 府 12.0 △ 0.4

13 佐 賀 県 14.8 14 石 川 県 14.3 14 滋 賀 県 13.5 14 山 梨 県 12.8 14 山 梨 県 11.9 △ 0.9

15 和 歌 山 県 14.6 14 佐 賀 県 14.3 15 広 島 県 13.4 15 佐 賀 県 12.6 15 山 形 県 11.8 △ 1.2

15 香 川 県 14.6 16 和 歌 山 県 14.0 15 佐 賀 県 13.4 16 京 都 府 12.4 16 佐 賀 県 11.7 △ 0.9

17 石 川 県 14.5 16 広 島 県 14.0 17 和 歌 山 県 13.0 17 和 歌 山 県 12.2 17 和 歌 山 県 11.6 △ 0.6

18 愛 媛 県 14.4 18 北 海 道 13.7 18 熊 本 県 12.9 18 滋 賀 県 12.0 18 宮 城 県 11.4 △ 0.5

18 熊 本 県 14.4 18 熊 本 県 13.7 19 北 海 道 12.8 18 兵 庫 県 12.0 19 熊 本 県 11.3 △ 0.7

20 福 島 県 14.3 20 福 島 県 13.6 20 兵 庫 県 12.7 18 福 岡 県 12.0 20 福 井 県 11.2 △ 0.5

20 広 島 県 14.3 20 香 川 県 13.6 21 福 岡 県 12.6 18 熊 本 県 12.0 20 兵 庫 県 11.2 △ 0.8

22 北 海 道 14.1 20 長 崎 県 13.6 21 長 崎 県 12.6 22 宮 城 県 11.9 22 愛 媛 県 11.1 △ 0.5

23 宮 崎 県 14.0 23 山 口 県 13.4 23 山 口 県 12.5 23 山 口 県 11.8 22 福 岡 県 11.1 △ 0.9

24 兵 庫 県 13.9 23 愛 媛 県 13.4 23 宮 崎 県 12.5 24 北 海 道 11.7 24 山 口 県 11.0 △ 0.8

25 山 口 県 13.8 23 宮 崎 県 13.4 25 宮 城 県 12.4 24 福 井 県 11.7 25 北 海 道 10.7 △ 1.0

25 長 崎 県 13.8 26 兵 庫 県 13.3 25 福 島 県 12.4 26 愛 媛 県 11.6 25 滋 賀 県 10.7 △ 1.3

27 神 奈 川 県 13.7 27 宮 城 県 13.0 27 京 都 府 12.3 26 長 崎 県 11.6 27 静 岡 県 10.6 △ 0.5

27 長 野 県 13.7 28 長 野 県 12.8 27 香 川 県 12.3 28 福 島 県 11.5 28 福 島 県 10.5 △ 1.0

29 鹿 児 島 県 13.2 28 福 岡 県 12.8 29 愛 媛 県 12.2 28 宮 崎 県 11.5 28 宮 崎 県 10.5 △ 1.0

29 沖 縄 県 13.2 30 沖 縄 県 12.7 30 福 井 県 12.1 30 静 岡 県 11.1 30 長 崎 県 10.3 △ 1.3

31 宮 城 県 13.1 31 神 奈 川 県 12.6 31 神 奈 川 県 11.8 30 香 川 県 11.1 30 沖 縄 県 10.3 △ 0.7

32 福 岡 県 12.9 32 福 井 県 12.5 31 長 野 県 11.8 32 沖 縄 県 11.0 32 神 奈 川 県 10.1 △ 0.7

33 茨 城 県 12.8 33 鹿 児 島 県 12.4 31 沖 縄 県 11.8 33 神 奈 川 県 10.8 32 香 川 県 10.1 △ 1.0

33 三 重 県 12.8 34 三 重 県 12.2 34 静 岡 県 11.6 33 長 野 県 10.8 34 三 重 県 10.0 △ 0.6

33 徳 島 県 12.8 34 京 都 府 12.2 35 三 重 県 11.5 35 三 重 県 10.6 35 茨 城 県 9.8 △ 0.6

36 福 井 県 12.7 34 徳 島 県 12.2 36 徳 島 県 11.3 36 鹿 児 島 県 10.5 36 長 野 県 9.7 △ 1.1

37 静 岡 県 12.3 37 茨 城 県 12.0 36 鹿 児 島 県 11.3 37 茨 城 県 10.4 36 鹿 児 島 県 9.7 △ 0.8

38 京 都 府 12.0 37 静 岡 県 12.0 38 茨 城 県 11.1 38 徳 島 県 10.3 38 徳 島 県 9.5 △ 0.8

39 群 馬 県 11.6 39 大 分 県 11.3 39 大 分 県 10.5 39 大 分 県 9.8 39 大 分 県 9.0 △ 0.8

39 大 分 県 11.6 40 群 馬 県 11.0 40 群 馬 県 10.3 40 群 馬 県 9.6 40 群 馬 県 8.8 △ 0.8

41 千 葉 県 11.1 41 千 葉 県 10.7 41 千 葉 県 10.2 41 千 葉 県 9.5 40 千 葉 県 8.8 △ 0.7

42 栃 木 県 11.0 42 栃 木 県 10.3 42 岐 阜 県 9.6 42 栃 木 県 8.7 42 栃 木 県 8.1 △ 0.6

43 岐 阜 県 10.7 42 岐 阜 県 10.3 43 栃 木 県 9.4 42 岐 阜 県 8.7 43 岐 阜 県 7.8 △ 0.9

44 埼 玉 県 9.7 44 埼 玉 県 9.1 44 埼 玉 県 8.2 44 大 阪 府 7.9 44 大 阪 府 7.5 △ 0.4

45 愛 知 県 8.6 45 大 阪 府 8.3 45 大 阪 府 8.1 45 埼 玉 県 7.3 45 愛 知 県 7.0 △ 0.2

46 大 阪 府 8.5 46 愛 知 県 8.0 46 愛 知 県 7.5 46 愛 知 県 7.2 46 埼 玉 県 6.6 △ 0.7

47 東 京 都 4.0 47 東 京 都 2.7 47 東 京 都 1.5 47 東 京 都 0.6 47 東 京 都 0.0 △ 0.6

全 国 平 均 11.8 全 国 平 均 11.2 全 国 平 均 10.5 全 国 平 均 9.9 全 国 平 均 9.2 △ 0.7

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度

 
平成２４年度各都道府県の実質公債費比率（市町村平均）を前年度と比

較しグラフ化すると、次のページのとおりとなります。 



 ２８

各都道府県の実質公債費比率（市町村平均）の対前年度比較 

県内市町村平均が０．９ポイント改善した結果、全国平均との差は縮小して

きているものの、依然として全国平均を上回っています。改善の主な要因は、

地域総合整備事業債等、地方債償還額の減少です。 
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H24
※下線の数値がＨ２４の実質公債費比率

H23
改善 悪化

良好 実質公債費比率 要改善

※○内の数字は、全国順位

全国平均９．２
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 ３５

各都道府県の将来負担比率（市町村平均）のワースト順位 

前年度より１２．３ポイント改善し、県内市町村平均は１０９．５％になりました。

また、全国順位はワースト７位で、前年度と順位の変動はありません。 

（単位：％、位）

順位 順位 順位
H24-H23

比率の増減

1 島 根 県 172.6 1 京 都 府 164.8 1 京 都 府 161.0 △ 3.8

2 京 都 府 167.1 2 島 根 県 164.3 2 島 根 県 152.2 △ 12.1

3 広 島 県 154.7 3 広 島 県 144.2 3 広 島 県 136.3 △ 7.9

4 富 山 県 151.1 4 富 山 県 142.6 4 富 山 県 125.8 △ 16.8

5 神 奈 川 県 138.9 5 神 奈 川 県 127.1 5 神 奈 川 県 120.5 △ 6.6

6 青 森 県 136.9 6 青 森 県 124.4 6 青 森 県 111.9 △ 12.5

7 奈 良 県 133.1 7 奈 良 県 121.8 7 奈 良 県 109.5 △ 12.3

8 兵 庫 県 127.7 8 石 川 県 115.8 8 新 潟 県 109.1 △ 3.9

9 石 川 県 125.6 9 鳥 取 県 113.3 9 石 川 県 103.0 △ 12.8

10 鳥 取 県 122.9 10 新 潟 県 113.0 10 鳥 取 県 99.3 △ 14.0

11 岩 手 県 119.0 11 兵 庫 県 111.6 11 秋 田 県 96.4 △ 11.6

12 大 阪 府 118.9 12 秋 田 県 108.0 12 福 岡 県 96.0 △ 7.8

13 新 潟 県 116.1 13 福 岡 県 103.8 13 兵 庫 県 93.9 △ 17.7

14 秋 田 県 115.2 14 岩 手 県 102.9 14 和 歌 山 県 92.3 △ 7.1

15 福 岡 県 113.9 14 大 阪 府 102.9 15 大 阪 府 87.4 △ 15.5

16 宮 城 県 108.0 16 和 歌 山 県 99.4 16 岩 手 県 82.7 △ 20.2

17 高 知 県 107.7 17 宮 城 県 94.8 17 山 形 県 81.2 △ 8.0

18 和 歌 山 県 105.1 18 山 形 県 89.2 18 宮 城 県 76.4 △ 18.4

19 岡 山 県 99.7 19 北 海 道 87.2 19 北 海 道 75.1 △ 12.1

20 山 形 県 99.4 20 高 知 県 86.9 20 岡 山 県 72.6 △ 12.7

21 北 海 道 97.5 21 岡 山 県 85.3 21 熊 本 県 72.5 △ 6.3

22 山 口 県 95.5 22 熊 本 県 78.8 22 高 知 県 71.1 △ 15.8

23 熊 本 県 89.9 23 千 葉 県 77.3 23 山 口 県 69.6 △ 6.5

24 千 葉 県 87.3 24 山 口 県 76.1 24 千 葉 県 68.6 △ 8.7

25 愛 知 県 83.2 25 福 井 県 74.7 25 福 井 県 66.1 △ 8.6

26 愛 媛 県 82.1 26 愛 知 県 71.9 26 愛 知 県 64.2 △ 7.7

27 福 井 県 81.6 27 愛 媛 県 70.3 27 沖 縄 県 63.7 △ 5.7

28 沖 縄 県 78.3 28 沖 縄 県 69.4 28 愛 媛 県 61.3 △ 9.0

29 宮 崎 県 77.3 29 山 梨 県 66.7 29 山 梨 県 57.1 △ 9.6

30 山 梨 県 77.0 30 静 岡 県 65.9 30 静 岡 県 55.5 △ 10.4

31 香 川 県 76.8 30 宮 崎 県 65.9 31 香 川 県 55.3 △ 8.8

32 福 島 県 76.4 32 香 川 県 64.1 32 茨 城 県 54.9 △ 8.7

32 三 重 県 76.4 33 茨 城 県 63.6 33 宮 崎 県 53.2 △ 12.7

34 静 岡 県 75.8 34 福 島 県 55.2 34 三 重 県 45.0 △ 10.1

35 滋 賀 県 73.9 35 三 重 県 55.1 34 鹿 児 島 県 45.0 △ 4.3

36 茨 城 県 73.7 36 群 馬 県 54.3 36 長 崎 県 44.2 △ 7.5

37 群 馬 県 67.9 37 長 崎 県 51.7 37 群 馬 県 43.7 △ 10.6

38 長 崎 県 62.8 38 埼 玉 県 50.3 38 埼 玉 県 41.4 △ 8.9

39 埼 玉 県 61.0 39 鹿 児 島 県 49.3 39 福 島 県 40.3 △ 14.9

40 鹿 児 島 県 60.2 40 滋 賀 県 48.2 40 佐 賀 県 35.6 △ 7.9

41 大 分 県 55.3 41 佐 賀 県 43.5 40 大 分 県 35.6 △ 7.3

42 佐 賀 県 52.0 42 大 分 県 42.9 42 滋 賀 県 35.1 △ 13.1

43 栃 木 県 43.7 43 栃 木 県 35.4 43 栃 木 県 27.7 △ 7.7

44 長 野 県 40.9 44 徳 島 県 29.1 44 長 野 県 21.0 △ 6.8

45 徳 島 県 40.3 45 長 野 県 27.8 45 徳 島 県 20.1 △ 9.0

46 岐 阜 県 25.8 46 岐 阜 県 10.3 46 東 京 都      －※      －

47 東 京 都 　　 －※ 47 東 京 都 　   －※ 46 岐 阜 県      －※ △10.3

全 国 平 均 79.7 全 国 平 均 69.2 全 国 平 均 60.0 △ 9.2

H22年度 H23年度 H24年度

※ 表中の「－」は、0.0未満を示す。  

平成２４年度の各都道府県の将来負担比率（市町村平均）を前年度と比

較しグラフ化すると、次のページのとおりとなります。 
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各都道府県の将来負担比率（市町村平均）の対前年度比較 

県内市町村平均が１２．３ポイント改善した結果、全国平均との差は縮小し

てきているものの、依然として全国平均を上回っています。改善の主な要因は、

公営住宅建設事業債などの地方債現在高の減少です。 
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